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中国のCO2排出量は世界最大であり，全世界の20%以上を占める．自動車の販売台数は第1位にも関わら

ず保有台数は未だ少なく，今後ますますの増加が予想される．しかし，サプライチェーン上流のデータ不

足等を補うCO2排出量の推計手法が確立されていない．本研究ではプロセス分析と産業連関分析を組み合

わせたハイブリッド手法を用いて乗用車1台当たりの素材，生産，輸送，使用段階のCO2排出量を推計する

とともに，産業構造の変化，技術進歩，工場移転を考慮したシナリオ分析を行う．その結果，使用段階の

排出量が最も多く，今まで算定されていない素材段階の排出量も無視できないほど多いことが分かった．

将来の技術進歩が排出量削減に最も効果的である一方，需要増加による全体の排出量は現状の2.6倍とな

ることを示した． 
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1. はじめに 

 

(1) 背景・目的 

気候変動に関する政府間パネル(IPCC)の第5次評価報

告書1)では，最近30年の世界平均地上気温は，1850年以

降のどの10年間よりも高温で，気候変動の原因は人間活

動によるものであり，世界のCO2排出量の中でも，人間

の生産，生活にかかわる製造業及び運輸業が約35%の排

出量を占め，最も大きな排出要因となっている．中国で

は，1978年に改革開放が始まって以来，計画経済から市

場経済に移行するにつれ，人々の生活が大幅に豊かにな

り，GDP，支配可能な収入も増加している．従って，

人々の消費が生活最低限の食品だけでなく，ほかの商品

とサービスへの支出も大きくなり，温室効果ガスの排出

も年々急速に増加している．Emission Database for Global 

Atmospheric Research (EDGAR)2)によると，2005年には，中

国のCO2排出量は米国を抜き世界一位の排出国となって

おり，2014年の排出量は約10.64億トンで，全世界の約

29%を占めている．これには石炭への依存も要因として

大きいと考えられる．これに対して，2015年の国連気候

変動枠組条約締約国会議(COP21)が開催されたパリにて，

気候変動抑制に関する多国間の国際的な協定（パリ協定）

を掲げ，産業革命前からの世界の平均気温上昇を「2度

未満」に抑え，さらに，平均気温上昇「1.5度未満」を

目指す国際的な目標を確認した． 

中国でも2014年11月の中米気候連合声明では，2030年

頃をピークにCO2排出量を減少に転じるという具体的な

目標を示した3)．2015年の国連気候変動枠組条約締約国

会議（COP21）では，CO2排出量を減少傾向へ転じ，ピ

ーク達成時期を早めるよう，最善の取り組みを行うと宣

言した4)．具体的には，パリ協定の約束草案により2020

年にGDP当たりGHG排出量を2005（基準年）年比で40～

45%削減し，2030年にGDP当たりGHG排出量を2005年

（基準年）比で60%～65%削減する自主削減目標を掲げ

ており，中国が今後どのような削減策に取り組むか注目

される．特に，GDP全体の3割以上を占める産業部門5)か

らの排出量の削減が急務であり，技術，及び政策的な対

策が求められる． 

中国政府は，2008年から税金の割引，ガソリン価格の

割引，自動車買い替えなど一連の政策6)を打ち出し，乗

用車購買制限が緩和されている．さらに，2001年の世界

貿易機関(WTO)の加入とともに輸入車の税金が段階的に

引き下げられ，輸入車も手軽に買えるようになってきた．

一方で，661の市レベル行政単位のうち2016年までに地
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下鉄が整備されている都市は29都市（香港も含む）で，

バスの定刻運行が不十分である．このような現状を鑑み

ると，中国将来の自動車ニースがさらに大きくなり，生

産量や販売量も急速的に発展すると考えられる．自動車

の生産から使用までの過程でのCO2排出量も多くなるこ

とが見込まれ，自動車産業のCO2排出量の定量化が必要

不可欠である．また，中国政府が打ち出す施策を考慮し，

将来の第3次産業発展とそれによる産業構造変化，技術

の進歩，製造業拠点移転と需要側の市場ニーズの変化が

どのようにCO2排出量へ影響するか定量的に分析するこ

とで，自動車産業ではどのような削減策を提案でき，ど

のような政策がパリ協定の約束草案の達成に有効である

か明らかにすることも重要である． 

自動車産業は表-1のようにCO2排出量の中でも産業部

門と運輸部門の双方と密接に関係している．温室効果ガ

スプロトコルイニシアチブ（GHGプロトコル）は，オ

ープンで包括的なプロセスを通じて，国際的に認められ

たGHG排出量の算定と報告の基準を開発し（「GHGプ

ロトコル事業者排出量算定報告基準」），その広範な採

用の促進を図ることを目的とした，世界規模の共同活動

である7)．「GHGプロトコル事業者排出量算定基準」が

2001年に発行されて以来，世界中の企業，NGO及び政府

機関によって広く採用され，受け入れられてきた．CO2

排出量をScope1（直接エネルギー），Scope2（間接エネ

ルギー），Scope3（その他事業活動外での排出量）の3

段階に分けて排出量の公表を求めている．特にScope3に

おける排出量は，調達物流や輸送などのサプライチェー

ンを含んだものであり，その他にも使用段階や廃棄にお

ける排出量も含まれている．自動車産業のCO2排出量の

評価手法としては，一つめにライフサイクルアセスメン

ト(Life Cycle Assessment : LCA)が最も広く使われている．

この手法は国際基準のISO14000シリーズに従い作られた

手法であり，本研究ではこれをプロセス分析と呼称する．

二つめは，政府から公表された産業連関表を使い，トッ

プダウン的に自動車産業全体のCO2排出量を求める手法

である．産業連関分析は1930年代に，ハーバード大学の

ロシア経済学者ワシリー・レオンチェフによって最初に

考え出された．当時の米国における経済構造の実態把握

ばかりでなく環境問題の分析まで応用分野を広げ，世界

中の多くの国で使用されている． 

中国の自動車産業を対象にサプライチェーンを含めた

CO2排出量を推計する場合，プロセス分析は産業の段階

を分解し，CO2排出量を積み上げる手法のため，細分化

レベルが高く，段階ごとの排出量が明確である．しかし，

データ収集及び計算の時間が長く，事前に推計範囲を設

定する必要がある．また，各段階で必要なデータに対し，

自動車産業だけでなく企業全体の透明性が低いため，自

発的なGHG排出量開示のような環境活動は積極的に取

り組まれおらず，サプライチェーンの上流側（素材側）

ほど企業規模が小さい現状を考えると，一部データの入

手可能性及び信頼性が極めて低い．従って，プロセス分

析の場合も，一部求められない段階があり，不確実性が

生じる．一方，産業連関分析は政府公開データという意

味では信頼性及び入手可能性が高い．しかし，中国の国

民経済計算体系(SNA)が公開を始めて30年であり，まだ

部門数が少ない．例えば，日本の500部門及びアメリカ

の350部門の産業連関表と比べ，中国は139部門8)であり，

部門の統合により大きな不確実性が生じる9)．また，産

業連関分析を行うとき，入力変数は金銭的な価値である．

自動車産業の場合，同じ部門の中，ブランドやサービス

の違いにより，車の値段も大きく異なる．また，産業連

関表を作成する年（基準年）は必ずしもCO2排出量を推

計する年（目標年）と同じではない．このような基準年

から目標年の間に，インフレーション又はデフレーショ

ンがもたらす購買力の変化も考慮できていないため，産

業連関分析も不確実性が生じる．以上より，中国に適用

にする上ではプロセス分析や産業連関分析にはそれぞれ

限界があり，一つの手法で制度の高い推計は困難である

ため，この二つの手法の限界を補う新たな推計手法が求

められている． 

これらの背景を踏まえ，本研究では，1) プロセス分析

と産業連関分析の双方について，中国の自動車産業限界

に適用するまでの限界を補完する形で統合したハイブリ

ッド手法により現状の1台当たり及び自動車産業全体の

CO2排出量の推計を行うこと，2) 将来の産業構造の変化，

技術進歩，工場移転及び需要側の政策変化がCO2排出量

に与える影響を定量的に明らかにすることを目的とする． 

 

(2) 既存研究のレビューと本研究の位置づけ 

中国を対象とした製造業全体あるいは産業全体のCO2

排出量推計では，工業製品を対象にプロセス分析におけ

る調査範囲の選定，環境影響の定量化，影響評価の手法

を提案したYang (2013)10)， 1997年，2002年，2007年の13産

業部門を対象に産業連関分析によりCO2排出量を推計し

たLin et al. (2010)11)，2002年，2007年の8家計消費部門を対

象に産業連関分析により誘発排出量を省市区別都市・農

村別に推計し，間接排出原単位と世帯側の双方のシナリ

オ分析を行った中道ら (2016)12)がある．中国の自動車産

表-1 自動車製造段階とCO2排出量 

段階 具体的な工程 CO2排出形態 関連部門 
素材段階 素材の生産 素材の製造 産業部門 
生産段階 部品の生産 部品の製造 産業部門 

完成車の組立 部品の組立工場での
完成車製造 

産業部門 

輸送段階 部品の輸送 部品の完成車工場へ
の輸送 

運輸部門 

完成車の輸送 完成車のディーラへ
の輸送 

運輸部門 

使用段階 自動車使用 消費者による使用 運輸部門 
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業を対象とした研究では，特定の自動車メーカーのガソ

リン自動車，ハイブリッド自動車，電気自動車のエネル

ギー使用量をプロセス分析により生産から使用段階まで

推計したGao et al. (2013)13)，北京のタクシーのCO2排出量

を推計し持続可能な発展戦略を提案したCai et al. (2017)14)

がある． 

中国以外の国を対象とするハイブリッド手法を用いた

自動車産業の排出量推計では，例えばサプライチェーン

の上流などのプロセス分析で求められない段階にも他の

手法を組み合わせて環境負荷物質を定量化し，より精度

の高いTire Hybridというハイブリッド手法を提案した

Bllardlら(1978)15)，実際にTire Hybridを適用して国際間産業

連関表が未整備だった日本で輸出入に関する環境負荷の

定量化にはプロセス分析を使い，産業連関表から求めら

れない環境影響物の排出量を求めた本藤(1996)16)，上流

など産業連関表で表せない部分を分解し，新たに部門を

細分化した産業連関表を作るIO Basedハイブリッド手法

を提案して環境影響物質排出量を推計したJoshi (2000)17)

がある．また，将来の工場海外移転シナリオを考慮した

タイを中心とする自動車産業のCO2排出量をプロセス分

析により推計したNakamichi et al. (2016)18)もある． 

このように，中国を対象とする研究は，プロセス分析

あるいは産業連関分析のどちらかを使用してエネルギー

使用量やCO2排出量を推計する研究が多い一方，それ以

外の国では産業連関分析またはプロセス分析だけではな

く，ハイブリッド手法が使用されている．しかし，中国

の自動車産業は上流データが不足しており，産業連関表

の部門数が少ないため，単純に海外向けの手法をそのま

ま適用しても精度の高い推計結果が得られない．つまり，

中国の自動車産業の現状をふさわしい手法はまだ開発さ

れていない．これに対し，1) これまでデータ不足が原因

で推計されていなかった素材段階も考慮したハイブリッ

ド手法を使い，素材段階，生産段階，輸送段階，使用段

階のすべてのCO2排出量を推計できること，2) 将来の政

策を考慮したシナリオを作成し分析することで，中国の

自動車産業のCO2排出量の削減に貢献する施策について

示唆を得ることができることが本研究の特長である．． 

 

 

2. CO2排出量の推計手法 

 

(1) 使用データ 

本研究の全体フローを図-1に示す． 

中国では、上海自動車集団（SAIC）の子会社である

上海フォルクスワーゲン（上海VW）の乗用車販売量が

2012年に126.99万台に達し，第1位となった．その中でも，

2007年に開発され2008年に正式量産が開始された国産モ

デルLavidaは，わずか2年後には販売量第2位に，2012年

には27.71万台で第1位となった19)．中国における価格別

の販売量は9～13万元が最も多い20)．ボディタイプ別で

はセダンの販売量が徐々に減少し，2015年にはSUVが前

年比52.4%増と急速に販売量を伸ばしている．以上を踏

まえ，本研究では9～13万元の価格帯のSUVで販売量の

多いLavidaを対象として自動車1台当たりの素材段階から

使用段階のCO2排出量を推計し，自動車部門の全体へ拡

大する．本研究で使用する自動車の概要は表-2の通りで

ある．中国における乗用車分類は，中国汽車工業協会に

よる基本乗用車，MPV，SUVとCrossOver等の国家標準が

あるが，実際には市場のニーズが反映できず消費者に誤

解を招くことが多く，また，同じ形状でサイズの異なる

細かい分類がないため，企業，組織により異なる分類が

用いられているのが現状である．本研究ではドイツで一

般的な排気量，ホイルベース，車長，重量によるA00，

A0，A，B，C，Dの分類を用いる．燃費について，VW

のによる公表データは4.9 L/100kmであるが，これは最も

理想的な平均時速が90KMである場合の値である．イン

ターネットの使用者調査によると，2015年の1.6L，FF，

ATモデルのLavidiaは7.96 L/100kmであることから，この

値を用いることとした．使用年数については，中国の自

動車政策により，2013年までは10年の上限があり，それ

以降撤廃されたが，10年以上使用すると6ヶ月ごとに車

 
図-1 本研究のフロー 

 

表-2 Lavidaの概要 

モデル名 New Lavida 

サイズ (mm) 4605*1765*1460 

ホイールベース (mm) 2610 

重量 (kg) 1245 

排気量 (cc) 1598 

ガソリン消費量（理想）(L/100km) 4.90 

ガソリン消費量（実際）(L/100km) 7.96 

使用年数 (年) 無限(10年と仮定) 

年間の走行距離 (km) 25000 

排出係数 (kg-CO2/kg) 2.984751 

ガソリン密度 (kg/L) 0.72～0.76 
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輸送による排出
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検を行う必要があるため，10年と仮定した． 

産業連関分析においては，産業連関表，エネルギー統

計年鑑，素材価格を用いる．産業連関表は，1987年から

5年ごとの基本表と，末尾が0または5の年の延長表があ

る．基本表は1992年，1997年，2002年，2007年，2012年

のものがあり，延長表は1990年，1995年，2000年，2005

年，2010年のものがある．産業連関表には輸入輸出競争

型と非競争型産業連関表の2種類がある．競争型の産業

連関表は輸入，輸出にかかわらずすべて中間投入の部分

が含まれているのに対し，非競争型産業連関表の中間投

入の中に輸入と輸出の部分があり，それぞれ計算されて

いる．中国の産業連関表は競争型しか存在しないため，

本研究では競争型を用いる．中国国家統計局から編集整

理した2002年122部門，2007年135部門と2012年139部門の

産業連関表を使用する．エネルギー統計年鑑については，

直接及び間接排出原単位を求めるための各部門のエネル

ギー使用量を得るため，本研究では2003年と2008年のデ

ータを使用した．経済産業部門を45部門分け，炭，コー

クス，原油，ガソリン，灯油，ディーゼル，燃料油，天

然ガスの8種類のエネルギー源の使用量が収録されてい

る．素材価格については，公式データが存在しないため，

中国で最も規模が大きいなECサイトアリババから価格

が掲載している店舗の価格データを独自に整理した． 

プロセス分析においては，まず，部品種類，部品生産

による電力使用，完成車組み立てによる電力使用，部品

重量については，中国ではLCAデータベースが整備され

ていないため，LCA日本フォーラムが公開している

JLCAデータベース(日本の車両データ)21)を使用した．日

本の乗用車メーカー8社による提供データを平均して作

成されたもので，Lavidaともサイズや排気量が類似して

いる．自動車部品に関するデータは111種類あり，その

うち投入エネルギーが記されている31種類を使用した．

電力排出係数に関しては，中国国家発展改革委員会の中

国地域電力排出因子22)を使用した．これは国連の電力マ

ージン排出係数計算方法を参考に，国家発展改革委員会

と企業が共同で推計した排出係数で，多くの企業で使用

されている．華北，東北，華東，華中，西北，南方地域

電力に分けられている，サプライヤー数と輸送距離に関

しては，SVWのウェブサイトの情報，公開資料や年鑑

等23) 24) 25) 26)の情報を収集した上で，ヒアリング調査を実

施した結果，上海VWと取引がある129社のサプライヤ

ーのうち，Lavidaのサプライヤーは103社であることが判

明した．サプライヤーや完成車組立工場所在地情報を地

図上に独自にプロットし，道路ネットワークを考慮して

算出した．ディーラーに関しては，上海VWのウェブサ

イトに公開されている各省の販売店の数を収集し，同様

に距離を算出した．輸送原単位に関しては，ヒアリング

の結果，ドアツードア輸送ができる上に，コスト削減に

もつながるトラック輸送を主に利用していることが判明

した．本研究では，18tのディーゼルトラックの排出原

単位(116.85g-CO2/kWh)を利用した．載積率は車両8台分の

重量を最大載積量で除した結果を利用した． 

 

(2) 産業連関分析の推計手法 

本研究では，産業連関分析を使用し，素材段階の排出

量を推計する．まず，直接排出原単位には，IPCCが公

表した2006年改訂版温室効果ガス目録のためのIPCCガイ

ドライン27)に記載されている推計方法を使用する．部門

を分けず全体のエネルギー源の使用量により，各省市区

の直接排出量を推計する．具体的には式(1)で表す． 


k

kknkn ocjqD 12/44････    (1) 

Dn：省市区 nの直接排出量（t-CO2/年） 

k：エネルギー源（石炭，コークス，原油，ガソリン，

灯油，ディーゼル，燃料油，天然ガス） 

qnk：省市区 nにおけるエネルギー源 kの使用量（t/年） 

jk：エネルギー源 kの低位発熱量（TJ/t） 

ck：エネルギー源kの炭素排出係数（t-C/TJ） 

o：酸化率 (1.0と仮定) 

この際，燃料（エネルギー源）を工場で燃焼させるた

め，IPCCガイドラインに基づき低位発熱量を用いて推

計する．なお，同様にIPCCガイドラインによると，灰

や煤煙以外の通常のエネルギー源の場合の酸化率は1.0

を使用することとなっている．実際に，中国の産業部門

別GHG排出量推計ガイドライン28)を見ても，ほとんどが

酸化率0.98か0.99となっていることが確認できた．また，

チベット自治区ではエネルギー使用量qnkの値が得られな

かったため，推計対象から除外した． 

次に，間接排出原単位を求める．部門jの部門iに対す

る生産額当たりの投入係数aijは，式(2)のように中間需要

xijを総生産xiで除することで求められる． 

iijij xxa /    (2) 

中間需要と投入係数の行列をそれぞれXとAで表す．I

は単位行列である．ある部門の最終需要fから他の部門

への中間需要xは，以下の式で求められる． 

1)(  AIX    (3) 

上記の式を変形し，直接原単位d tを用いることで，間

接排出原単位ekが求められる． 

1)(  AIde t

k
   (4) 

以上の手法により原単位を求めた後，各素材のCO2排

出量を式(5)により求められる．Emは素材段階の排出量，

ek,iは部門iの間接排出原単位であり，Priceiは部門iの素材

の価格である． 
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i

E e Price     (5) 

 

(3) プロセス分析の推計手法 

まず，輸送段階について，部品生産による排出量は以

下の式により求める． 

,p n j j

j n

E g EMF     (6) 

Ep:自動車1台当たりの部品生産における排出量(t- CO2) 

gn,j:部品nの地域jでの生産における使用電力量(mWh） 

EMFj：地域j排出係数(t-CO2/mWh)； 

n：部品番号 n=1〜31 

完成車組み立てによる排出量は式(7)により求める． 

aE g EMF     (7) 

g:完成車組み立ての使用電力量(mWh)； 

EMF：排出係数(t-CO2/mWh) 

輸送による排出量について，経済産業省，国土交通省

が発表したロジスティクス分野におけるCO2排出量算定

方法共同ガイドライン29)では，精度と作業負荷を考慮し，

燃費法を標準手法とし，優先順位の高い順に代替手法と

して燃費法，改良トンキロ法，輸送区間別貨物重量法，

従来トンキロ法，料金法が挙げられている．燃料法では

燃料使用量を，燃費法では輸送車両の燃費を使用するた

め，本研究では扱わず，改良トンキロ法を採用した．し

かし，この改良トンキロ法はトラックにのみ適用できる

ものであるため，完成車輸送における鉄道輸送・水運は，

従来トンキロ法を採用した．改良トンキロ法と従来トン

キロ法の式に，部品種毎または車両数毎に按分する式を

作成し，これによってCO2排出量を算出した． 

改良トンキロ法による，部品輸送（トラック）におけ

るCO2排出量算定式は以下の通りである． 

𝐸𝑖 =
𝑊𝑖×𝑑𝑖𝑗×𝐶×𝐻×𝐹×44 12⁄

𝑢
      (8) 

 完成車組立工場からディーラーまで完成車輸送による

CO2排出量のうち，トラック輸送に関しては，上流輸送

と同様の改良トンキロ法を使用した以下の式で算定した． 

𝐸𝑐 =
𝑊𝑐×𝑑𝑘𝑙×𝐶×𝐻×𝐹×44 12⁄

𝑞
       (9) 

 また，完成車組立工場所在汽車駅からディーラー所在

汽車駅まで完成車輸送によるCO2排出量のうち，鉄道輸

送による排出量の算定は，従来トンキロ法で算定した．

式は以下の通りである． 

𝐸𝑅 =
𝑊×𝑑𝑟𝑛×𝐹𝑅

𝑞
             (10) 

完成車組立工場の最寄港からディーラーの最寄港まで

完成車輸送によるCO2排出量のうち，水運による排出量

の算定式は 

𝐸𝑀 =
𝑊×𝑑𝑙𝑚×𝐹𝑀

𝑞
           (11) 

完成車組立工場からディーラーまでの完成車輸送によ

るCO2排出量は，各省へ輸送される台数の代替指標とし

てディーラー数が把握できているため，各省のディーラ

ー数の重みづけ平均によって算出する． 

𝐸𝐷 = ∑
𝑛𝑠

876
{𝐸𝑀𝛿𝑠𝑀 + 𝐸𝑅𝛿𝑠𝑅 + 𝐸𝑐}𝑠     (12) 

∑ 𝑛𝑠𝑠 = 876     (13) 

 以上の式から導き出された各段階の排出量を以下の式

で合計する． 

𝐸𝑇 = ∑ 𝐸𝑖 + ∑ 𝐸𝑐𝑐 + 𝐸𝐷𝑖          (14) 

ET：自動車 1台当たりの輸送段階の排出量（t- CO2）； 

Ei：自動車 1台当たりの部品輸送の排出量（t- CO2）； 

Ec：自動車 1 台当たりの完成車陸上輸送の排出量（t- 

CO2）； 

𝐸𝑅：自動車 1 台当たりの完成車鉄道輸送の排出量（t- 

CO2）； 

EM：自動車 1 台当たりの完成車水運輸送の排出量（t- 

CO2）； 

ED：自動車 1台当たり完成車輸送の排出量(t- CO2)； 

ns：s省にあるディーラーの数； 

𝛿𝑠𝑀：完成車組立工場から s 省への輸送に水運を使用し

ている場合は 1，それ以外は 0； 

𝛿𝑠𝑅：組立工場から s 省への輸送に鉄道輸送を使用して

いる場合は 1，それ以外は 0； 

Wi：部品ユニットの総重量（t）； 

dij：輸送距離（km）； 

c：改良トンキロ法燃料使用原単位（ℓ/tkm）； 

H：単位発熱量（GJ/kℓ）； 

F：排出係数（t-C/GJ）； 

i, j：サプライヤー番号 i=1〜97； 

u：ユニット数； 

q：完成車数 

W：全車両重量（t）； 

dkl：完成車組立工場とディーラーの間の道路距離

（km）； 

drn：完成車組立工場とディーラーの鉄道駅間距離(km)； 

dlm：完成車組立工場とディーラーの港間距離(km)； 

次に，使用段階について，ユーザーの使用頻度と走行

距離を仮定し，2万km，1万km，3千kmの3パターンを仮

定し，以下の式でCO2排出量を算定した． 

U

d y
E den f

e


  

    (15) 

y：自動車一台当たり使用年限(10年と設定)； 

e：自動車の燃費(km/L)； 

𝑓′：ガソリンの排出係数 (kg- CO2/kg)； 

den：ガソリン密度(kg/L) 

 

(4) ハイブリッド手法の構築 

図-2のように，プロセス分析で使用段階，輸送段階，

部品生産，完成車組み立て段階のCO2排出量を求める．

サプライチェーンの上流になると，プロセス分析のデー

タが入手できず，分析ができなくなる．つまりプロセス

分析の境界に至る．境界に至ると，プロセス分析で欠け

ている素材段階を産業連関分析を使ってCO2排出量を求

める． 
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以上より，産業連関分析とプロセス分析を足し合わせ

る． 

h m p a T UE E E E E E    
    (16) 

 

(5) シナリオ設定 

a) シナリオ0：BAU 

中国の産業構造が変化なく，現状のままで発展するシ

ナリオである．このシナリオで，将来の産業連関表予測

を行い，現状の成り行きを分析する．分析手法としては，

RAS30)法を用いる．これは，基準年の投入係数を A(0)と

し，目標年（予測しようとする年）の産業連関表の投入

係数を予測する手法である．投入係数を予測するために，

R と S（修正係数）が必要となる．修正係数の予測手法

は，総生産，付加価値，中間投入，中間需要から予測で

きる． 

b) シナリオ1：第3次産業発展 

中国は長らく世界の工場と呼ばれ，製造業が重要な役

割が果たしている．一方，国土が広く，農業も重要な産

業である．しかし，日本，米国などすでに発展している

国を参考にすると，経済増長とともに，産業の中心が第

3次産業へ移行することが考えられるものの，産業保護

政策により以降は緩やかであると考えられる．以上を踏

まえ，表-3の通りシナリオを設定した． 

c) シナリオ3.1：技術進歩（発電改良）12) 

まず，石炭発電効率向上については，石炭火力発電の

CO2排出係数は2004年の1.112 kg- CO2/kWhから年々減少し，

2009年には0.934 kg-CO2/kWhになったことがわかった．

そこで，今後も積極的に海外の石炭発電技術を導入し，

2030年に0.75 kg- CO2/kWh，2050年に0.57 kg- CO2/kWhにな

ると仮定する．この値は，日本での2030年頃には石炭ガ

ス化燃料電池複合発電(IGFC)で0.60 kg- CO2/kWh，2040年

頃には革新的な石炭ガス化複合発電(IGCC)及びIGFCで

0.53 kg- CO2/kWhという見込みから設定した． 

発電方法別割合の変化に関しては，中国政府は原子力

発電，風力発電と太陽光発電に力を入れ，非化石燃料の

占める割合を30%にするとしている．原子力発電は2020

年には発電量の4%，2030年からは10%を維持するのが望

ましいとされていることから，本研究では2030年には

6%，2050年には10%になると仮定する．風力発電につい

ては，2020年から補助金がなくなることを考慮し，その

発電割合は2030年には5%，2050年には6%になると仮定

する．太陽光発電については，補助金により今後発展し，

その割合は2030年には1%，2050年には2%になると仮定

する．全発電量に占める水力発電の割合はこれ以上増加

させるのは難しいとみられているため，現状の17%を維

持すると仮定する．これらの仮定を部品生産，完成車組

み立ての生産段階の排出量の推計に適用する． 

d) シナリオ3.2：技術進歩（燃費向上） 

Lavidaの公式燃費は0.49L/100kmであり，実際に使用し

ているオーナによるインターネット公表では燃費0.96L 

/100kmである．将来の技術進歩を考え，燃費向上を定量

化するため，本研究ではモデル車を選定にあたり，長期

間販売されてきたガソリン車で燃費の向上変化が観測で

きるモデル車としてVWのGolfを選定した．この長期的

変化を考慮し，Lavidaの燃費が2030年に5.18L/100km，

2050年に2.79L/100kmになると仮定する． 

e) シナリオ4.1：工場移転（国内） 

海外企業が中国進出するため合併会社を作る必要があ

る．その合併会社の設立により，高額な関税（2016年は

25%）も避けられる．その一方，国内，特に完成車組み

立て工場の人件費高騰により，より人件費の低い地区へ

移転する必要がある．しかし，海外移転する場合は高額

な関税が課税されるため，国内の人件費が低い省へ移転

するシナリオが考えられる．省・市・自治区の中で最も

収入が低いこと，鉄道ネットワーク構築により鉄道での

完成車運輸が可能であること，西部開発及びアジアイン

フラ投資銀行の政策により経済発展が見込まれ自動車の

 
図-2 ハイブリッド手法の計算フロー 

 

 

表-3 産業割合の設定 

 第1次産業 第2次産業 第3次産業 

BAU 2.4% 66.5% 31.1% 

2030年 5.6% 46.4% 47.9% 

2050年 1.0% 35.0% 64.0% 
 

 

 

Start

End

プロセス分析

境界に至る

Yes

No

製品を選定

産業連関分析

すべての製品を計算
を終了

累加

累加

Output

No

Yes
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販売量増加が予想されることから，甘粛省に完成車組み

立て工場が移転すると仮定する．本シナリオでは，輸送

段階の排出量がトラック（トレーラー）と鉄道の両方を

推計する．ただし，鉄道の場合は省間の輸送のみで，駅

からディーラーまで，サプライヤーから駅まではトラッ

クとする． 

f) シナリオ4.2：工場移転（海外） 

中国国内の人件費増加に伴い，工場が人件費の少ない

東南アジアへ移転する可能性がある．しかし，組立工場

が移転すると，輸入関税が発生してしまう．そこで，輸

入関税が10～21%と少ない部品工場がミャンマーへ移転

すると仮定する．理由としては，人件費とともに電力や

水道の料金が低いこと，電力排出係数が 0.206(t-

CO2/MWh)52)と小さいこと，地理的にも中国内陸と接し

ているため，船、又はトラックで輸送でき東南アジアの

自動車市場に成長を考えると有利であることが挙げられ

る．ただし，中国政府の政策により，完成車機能とみな

せる部品（エンジン，車台，ブレーキ，トランスミッシ

ョン）も完成車輸入関税が課税されるため，それ以外の

部品工場が海外へ移転するシナリオとする．輸送手段は

トラックと船を仮定する． 

g) 需要の予測 

中国の自動車保有量はまだ少なく，Hanらの研究 31)に

よると 2050年の乗用車千人当たりの保有量は 585.4台に

なるのと予想されている．本研究では，2050年の省別の

自動車生産量を予測する．各省の人口が 2050 年まで約

80%の都市化率になり，人口も 2040年にピークになると

示されている中道らの研究 12)の結果を用いて，各省の人

口を予測する．次に，2050年の一人当たりの保有量が千

人 585.4 台と設定し，各省の自動車保有量を求める．最

後に，中国国家統計局のデータにより現在の自動車保有

量と自動車生産量の関係を推計したところ，1998年から

2015年の自動車生産量は保有量の 15%から 23%の間に収

まることがわかった．そこで，1998 年から 2015 年の平

均を取り，2050年は自動車生産量が保有量の 17%と仮定

する． 

 

 

3. 推計結果と考察 

 

(1) 現状の結果 

a) 1台当たりの排出量 

表-4の推計結果を見ると，走行段階が排出量が6.6トン

から44.2トンと最も多い割合を占める．次に多いのは生

産段階で，本研究で用いたモデル自動車は中国仕様車で

あり，生産，組立もすべて排出係数が高い中国国内で行

うことが要因である．素材段階の排出量が3番目に多く，

既存研究では素材段階の排出量をほぼ無視してしまうが，

本研究で提案した手法で実際に計算してみると，非常に

大きな排出責任がある段階といえる．ただし，中国で素

材の公式な価格データがないためECサイトの価格で求

めており，価格変化により影響を受ける．排出量が最も

少ないのは輸送段階である．その理由は本研究で選定し

た上海VWは，サプライヤー及びディーラーが東南海岸

部へ集中しており，国土が広い中国にかかわらず，運輸

距離が短いからである． 

b) 自動車産業全体の排出量 

乗用車分類の種類別に1台当たりの自動車排出量が推

計し，中国自動車販売量の内訳で按分して各種類の車の

販売量から，自動車産業全体の排出量を推計した結果が

図-3である．セダンが最も排出量が多く，それぞれのA

レベルの車が最も大きな排出量が占めることもわかった．

非セダンは販売量があまり大きくないわりに，同じサイ

ズで最も重くなるため，より多くのCO2を排出する． 

 

(2) シナリオ分析の結果 

a) 1台当たりの排出量 

各シナリオにおける2050年の完成車1台当たりの排出量

の推計結果を表-5及び図-4に示す．これを見ると，使用

段階の燃費向上が排出量削減への影響が最も大きいが，

自動車走行パターンにより幅があることもわかる．ライ

フサイクルの観点からは，最も削減策が重要な段階だと

いえる．使用段階以外では，技術進歩が排出量削減に最

も大きな影響を与えることもわかった．その次に，シナ

リオ 1及びシナリオ 2.1のように，技術進歩及び第 3次

産業発展も，それぞれ 21%と 34%もの削減率に貢献する

ことができる． 

最後に，自動車企業の費用面で考えた工場移転のシナ

リオ3.1と3.2を見ると．移転先の排出係数変化により排

出量全体的に削減できるが，工場立地により，輸送段階

の排出量が大幅に増加することも注意しなければならな

い．特に輸送手段がトラック（トレーラー）のままであ

れば，拠点移転により大幅に排出量が増加する． 

b) 自動車産業全体の排出量 

シナリオ3を除き，削減量が多いシナリオを組み合わ

せると，表-6のようになり，使用段階以外で合計1.424ト

 

表-4 現状の1台当たりCO2排出量の推計結果 

CO2排出量（t-CO2） 

素材段階 0.429 

生産段階 部品の生産 
0.777 

0.271 

完成車の組立 0.506 

輸送段階 部品の輸送 
0.218 

0.008 

完成車の輸送 0.210 

使用段階 6.6~44.2 
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ンの排出量が0.841トンと，約40%減少する．一方で，使

用段階も6.6～44.2から1.8～12.3になり，大幅に削減でき

る． 

これに対し，将来の自動車使用を考慮し自動車産業全

体の排出量を推計すると，省別では図-5，自動車種類別 

では図-6のようになる．省別では，すべての省で排出量

 

図-3 現状の自動車産業全体CO2排出量の推計結果 

 

表-5 シナリオ分析による1台当たりCO2排出量の推計結果（t-CO2） 

 現状 シナリ

オ0 

シナリ

オ1 

シナリ

オ2.1 

シナリ

オ2.2 

シナリオ3.1 

(トレーラー) 

シナリオ

3.1 

(鉄道) 

シナリオ3.2 

(トラック) 

シナリオ

3.2 

(船) 

素材段階 0.429 0.175 0.123 0.175 0.175 0.175 0.175 0.175 0.175 

部品生産 0.271 0.271 0.271 0.196 0.271 0.271 0.271 0.19 0.19 

完成車組立 0.506 0.506 0.506 0.354 0.506 0.476 0.476 0.506 0.506 

部品運輸 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008 0.052 0.036 0.16 0.07 

完成車運輸 0.21 0.21 0.21 0.21 0.21 0.398 0.160 0.21 0.21 

合計 1.424 1.17 1.118 0.943 1.170 1.118 1.372 1.241 1.151 

使用段階 6.6~44.2 6.6~44.2 6.6~44.2 6.6~44.2 1.8~12.3 6.6~44.2 6.6~44.2 6.6~44.2 6.6~44.2 

 

 

図-4 シナリオ分析による1台当たりCO2排出量の推計結果と削減率 

セダン 非セダン クロスオーバー

D(フルサイズSUV) 85.17 52.76 0.00

C(ミドルラージSUV) 126.13 78.44 0.00

B(ミドルサイズSUV) 365.50 228.12 0.00

A(コンパクトSUV) 1114.44 699.12 119.92

A0(スモールSUV) 351.95 222.10 38.34

A00 128.02 0.00 0.00

0
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1,000
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2,500

単
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C
O
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-10%

-5%

0%

0

0.5

1

1.5

2
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位
：
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2

素材段階 部品生産 完成車組立 部品運輸 完成車運輸 変化率(現状と比べ)
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が増加することがわかる．自動車種類別では，将来もセ

ダンの人気が高く販売量が多いことを反映している．1

台当たりで見れば，2050年までに排出量を0.841トンまで

削減できるが，中国の自動車市場の拡大とともに，自動

車産業全体の排出量が3,610万トンから11,748万トンへ増

加する結果となった．また，U.S. Energy Information Admin-

istration (EIA)の統計32)によると，アメリカの交通設備生産、

製造によるCO2排出量は2,857.53万トンであることを鑑み

ると，中国がすでに2015年時点ですでに3,600万トンを超

えており，非常に深刻であるといえる． 

以上より，1台当たりの排出量削減対策だけでなく，

需要側の大幅な増大を抑制するために，公共交通インフ

ラの整備，自動車税金，駐車制限などの政策も重要であ

る．例えば，2016年に中国政府は自転車シェアリングや

低排気量車へ税金の削減などの政策を打ち出している． 

最後に，GDP総量あたりの排出量を表-7に示す． GDP

についてはHSBCの増加率を用いて，2050年までのGDP

を推計した．単純に自動車部門のGDP総量あたりの排出

量結果だけを見れば，結合シナリオのレベルで削減策を

実現すれば，パリ協定への達成可能性が高いといえる． 

 

 

4. 結論 

 

本研究では，中国の自動車産業に着目し，自動車 1台

当たり，及び自動車産業全体のCO2排出量推計を行った．

また，将来の産業構造の変化，技術進歩，工場移転及び

需要側の変化を考慮したシナリオを作成し，CO2排出量

を推計した． 

その結果，使用段階における排出量が最も多く，今ま

 

 

図-5 結合シナリオにおける省別CO2排出量の推計結果 

 

図-6 結合シナリオにおける自動車種類別CO2排出量の推計結果 

 

表-6 シナリオの組み合わせ結果（1台当たりCO2排出量） 

（t-CO2） 

 現状 結合シナリオ 

素材段階 0.429 0.123 

部品生産 0.271 0.196 

完成車組立 0.506 0.354 

部品運輸 0.008 0.007 

完成車運輸 0.21 0.16 

合計 1.424 0.841 

使用段階 6.6~44.2 1.8~12.3 
 

 

表-7 GDP当たり排出量の比較 

 2015年 2030年 2050年 

GDPあたり排出量
（t-CO2/G-RMB） 

5.24 6.59 2.59 

排出係数 100% 126% 49% 
 

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000 8000 9000 10000
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海南 河北 河南 黒竜江 湖北 湖南 吉林
江蘇 江西 遼寧 内モンゴル 寧夏 青海 山東
山西 陝西 上海 四川 天津 チベット 新疆
雲南 浙江 重慶

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

現状

(2015年)

シナリオ1×2×3.1(鉄道)

(2050年)

単位：Mt-CO2

セダン 非セダン クロスオーバー
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で算定されていない素材段階の排出量も無視できないほ

ど1台当たりの排出量へ影響を及ぼすことが分かった．

シナリオ分析により，技術進歩が最も効果的な施策であ

ることが明らかになった．ただし，工場立地変化により，

全体的に排出量が減少するが，輸送段階における排出量

が大幅に増加することに注意しなければならない．また，

産業構造の変化，技術進歩，工場移転及び需要側の予測

を行い反映した結果，たとえ1台当たりの排出量が減少

しても，中国全体では急速に増加する自動車への需要に

対して影響が小さいことも分かった．COP21にて宣言し

た削減目標を達成するためには，エネルギー源の技術進

歩が最も根本的な改善策といえる．一方で，人口規模の

大きい中国全体で排出量を削減するためには，技術進歩

だけでは限界があり，積極的に地下鉄やバスなどの公共

交通インフラを開発し，それらの手段の利用を促すこと

で自動車依存から脱却する政策も重要である． 
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